
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、農家住宅、農
地等が混在する住宅地域

勝野5.1 ㎞

特になし ４．５ｍ市道 ＪＲ筑豊本線勝野駅西
5.1 ㎞

市内の人口は減少しており、住宅地の需要は弱含みで推移している。

市内の中心商業地に近い住宅地域であるものの、人口減少等の一般的
要因により、地価は下落傾向にある。

特段の個別的要因の変動は見受けられない。

一般住宅等が建ち並ぶ既成住宅地域であり、地域要因に大きな変動をもたらす要因はない。当面は現状のまま推
移していくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地は戸建住宅を中心とした既成住宅地域であり、快適性等の居住性を指標とした自己利用目的の取引が支配的
で、賃貸市場が発展しているとは言い難いため収益価格は試算できなかった。比準価格は、多数の事例の中から信頼性
の高い事例を中心に採用して試算しており、規範性が高い。したがって、本件では実証的な価格である比準価格をもっ
て、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市内の住宅地域の圏域。需要者の中心は、地域に一定の地縁性を有する地元住民である。当該地域
は市内の中心商業地に近く、比較的利便性が高い地域であるが、市内の人口は減少傾向にあり、住宅地需要は弱含みで
推移している。地価は依然として下落傾向が継続している。中心となる価格帯は、対象基準地と同規模の土地で、概ね
６００万円～７００万円程度であると思料される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 1

宮若(県)　 － 1 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 竹下　憲治

株式会社　アプレイザルジャパン

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

宮若市本城字柴谷１３７１番 405

台形

1.5：1 Ｗ 1

南東4.5 m

市道

水道、

下水

（都） 
(60,200)

100 50 100 50 戸建住宅地

22 18 400 ほぼ長方形

（都） 
(60,200)

戸建住宅地 ない

15,800

／

／

／

平成31

1.2

6,400,000 15,800

□ □

□ □

□ □

■
15,900

-0.6



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若３１Ｋ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若３１Ｋ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

ほぼ整
形

ほぼ台
形

長方形

長方形

ほぼ台
形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

15,800

157

南東1.4 m道路 （都）
(60,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

13,376 100.0

99.6

100.0 100.0 13,322 82.7 16,109 16,100

-6.0 0.0 -12.0

0.0 0.0

100.0

15,800

413

北西5 m市道 （都）１住居
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

17,596 100.0

99.5

100.0 90.0 19,453 118.0 16,486 16,500

0.0 0.0 +18.0

0.0 0.0

100.0

15,800

164

南東4.6 m市道 （都）
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

14,798 100.0

99.8

100.0 100.0 14,768 94.1 15,694 15,700

-2.0 -2.0 -2.0

0.0 0.0

100.0

15,800

156

西4 m市道 準都計
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

8,445 100.0

99.6

100.0 100.0 8,411 61.7 13,632 13,600

0.0 -2.0 -37.0

0.0 0.0

100.0

15,800

609

北3 m市道 （都）
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

12,085 100.0

99.6

100.0 95.0 12,670 81.3 15,584 15,600

-2.0 0.0 -17.0

0.0 0.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

自己所有の戸建住宅を主体とした既成住宅地域であり、民間の賃貸住宅がほとんど存在せず賃貸市場が発達して
いないため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 1

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い新
興住宅地域

勝野3.8 ㎞

特にない ５ｍ市道 勝野駅南西方3.8 ㎞

当市の人口・世帯数はともに減少傾向で推移しており、宅地需要は弱
含みで地価も下落基調にある。

居住環境に恵まれた住宅地域であるが、地域内及び周辺に変動要因は
見受けられず、地価は未だ下落している。

個別的要因に変動はない。

中規模の一般住宅が多い新興住宅地域で、近隣地域及び周辺地域に格別の変動要因は認められず、今後当分の間
、現状維持で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域及び周辺では自己使用目的での不動産取引が中心であり、賃貸市場が成熟していないため、収益価格を求める
ことができなかった。比準価格は、同一需給圏内の類似地域に所在し、市場参加者や最有効使用が類似した取引事例か
ら求めたもので、現実の市場性を反映した実証的な価格である。以上から、比準価格を妥当なものと判断し、上記のと
おり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、宮若市内の一般住宅地域一円である。需要者の中心は、当市の居住者や近隣地域及びその周辺に地縁を
有するエンドユーザーである。地域経済の低迷及び人口の減少等に伴い住宅需要は減退しており、地価は下落傾向にあ
る。中心となる価格帯は、土地総額で３００万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

宮若(県)　 － 2 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 山下　洋生

福岡不動産鑑定株式会社

令和 元 6 24

令和 元 7 5

（その他）

宮若市磯光字野入１２６９番６７ 238

1：1.2 ＬＳ 2

北東5 m

市道

水道

（都） １中専
(60,200)

30 50 150 30 戸建住宅地

15 16 240 長方形

（都） １中専
(60,200)

戸建住宅地 ない

13,300

／

／

／

平成31

1.3

3,170,000 13,300

□ □

宮若(県) 4

14,800

99.3

100.0 111.3

100.0
13,200

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+6.0

+5.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
13,400

-0.7



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若３１Ｋ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

建付
地

建付
地

更地

更地

ほぼ台
形

ほぼ整
形

台形

ほぼ長
方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

13,300

609

北3 m市道 （都）
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

12,085 100.0

99.6

100.0 95.0 12,670 93.1 13,609 13,600

-5.0 -2.0 0.0

0.0 0.0

100.0

13,300

157

南東1.4 m道路 （都）
(60,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

13,376 100.0

99.6

100.0 100.0 13,322 97.5 13,664 13,700

-12.0 -2.0 +13.0

0.0 0.0

100.0

13,300

159

東4.4 m市道 準都計
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

-4.9 0.0 0.0

10,992 100.0

99.6

／  95.1 11,512 87.5 13,157 13,200

-2.0 -6.0 -5.0

0.0 0.0

100.0

13,300

651

東13 m市道
南4.5 m

角地

（都）
(70,200)

-0.08

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

15,789 100.0

99.3

／  101.0 15,523 121.8 12,745 12,700

+5.0 0.0 +16.0

0.0 0.0

100.0

13,300



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域は、自己使用建物を主体とした住宅地域で賃貸市場が未成熟であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 2

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模の農家住宅が多く
農地も見られる農家住宅
地域

赤間11 ㎞

特にない ５ｍ市道 赤間駅南東方11 ㎞

当市の人口・世帯数はともに減少傾向で推移しており、宅地需要は弱
含みで地価も下落基調にある。

当該地域は郊外の住宅地域で、生活上の利便性にやや難があること等
から、未だ地価の下落率に縮小傾向は認められない。

個別的要因に変動はない。

農家住宅を中心とした地域であり、周辺においても格別の変動要因は見受けられず、当該地域は今後当分の間、
現状維持で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、同一需給圏内の類似地域に所在する取引事例から求めたもので、現実の市場性を反映した実証的な価格と
して規範性が高いと判断する。なお、近隣地域及び周辺においては、自己使用目的での不動産取引が中心で賃貸市場が
未成熟であるため収益価格を求めることができなかった。以上から、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を採用し
、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市及び周辺市町郊外の住宅地域一円である。需要者の中心は、当市居住者のほか、近隣地域とその
周辺に地縁を有するエンドユーザーである。人口・世帯数の減少傾向、地域経済の低迷等を背景に宅地需要は減退傾向
にある。中心となる価格帯は規模によっても異なるが土地総額で２５０万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

宮若(県)　 － 3 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 山下　洋生

福岡不動産鑑定株式会社

令和 元 6 24

令和 元 7 5

（その他）

宮若市下有木字奥ノ畑１２６４番１ 307

1：1.2 Ｗ 1

西5 m

市道

水道

（都） 
(60,200)

100 70 150 70 戸建住宅地

17 18 300 ほぼ正方形

（都） 
(60,200)

戸建住宅地 ない

8,400

／

／

／

平成31

1.1

2,580,000 8,400

□ □

小竹(県) 1

9,000

98.9

100.0 110.0

100.0
8,090

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+10.0

0.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
8,500

-1.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

建付
地

更地

更地

更地

長方形

ほぼ長
方形

台形

不整形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

8,400

156

西4 m市道 準都計
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

8,445 100.0

99.6

100.0 100.0 8,411 99.9 8,419 8,420

-2.0 +3.0 -1.0

0.0 0.0

100.0

8,400

165

南西6 m市道 （都）
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

9,658 100.0

99.8

／  100.0 9,639 112.4 8,576 8,580

+1.0 +4.0 +7.0

0.0 0.0

100.0

8,400

159

東4.4 m市道 準都計
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

-4.9 0.0 0.0

10,992 100.0

99.6

／  95.1 11,512 118.8 9,690 9,690

-2.0 +1.0 +20.0

0.0 0.0

100.0

8,400

168

南西3 m未舗装農道 準都計
(70,200)
農用地区域

-0.06

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

7,220 100.0

99.6

／  95.0 7,570 91.9 8,237 8,240

-9.0 +1.0 0.0

0.0 0.0

100.0

8,400



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域は、自己使用建物を主体とした住宅地域で賃貸市場が未成熟であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 3

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中小規模一般住宅が建ち
並ぶ閑静な住宅地域

勝野850 m

周辺に分譲住宅団地の開発も
見られる。

５ｍ市道 ＪＲ筑豊本線勝野駅　
北西方
850 m

宮若市内の人口は減少しており、住宅地需要は低迷している。地価は
下落傾向が継続している。

既成住宅地域であり、地域要因に格別な変動をもたらす要因はない。

対象地は、近隣地域内の標準的な画地であり、特段の個別的要因の変
動は見受けられない。

中規模一般住宅が建ち並ぶ既成住宅地域であり、地域要因に格別な変動をもたらす要因はない。当面は現状のま
ま推移していくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該近隣地域は戸建住宅が整然と建ち並ぶ既成住宅地域であることから、アパート等の収益物件は皆無である。自己居
住目的の取引が支配的で賃貸市場が形成されていないため、収益価格は試算できなかった。比準価格は、居住性に着目
して事例を採用し、適切に補修正を行って試算しており、市場性を反映し規範性が高い。したがって、本件では比準価
格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市及び周辺市町における住宅地域の圏域。需要者の中心は、近隣地域及び周辺地域に一定の地縁性
を有する地元住民である。地域経済の停滞及び市内の人口の減少等に伴い、住宅地の需要は低迷している。地価は依然
として下落基調にある。中心となる価格帯は、対象基準地と同規模の土地で、概ね３００万円～４００万円であると思
料される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 1

宮若(県)　 － 4 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 竹下　憲治

株式会社　アプレイザルジャパン

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

宮若市龍徳字奥百合野８番７５ 255

1：1.2 Ｗ 1

南東5 m

市道

水道

（都） 
(60,200)

100 50 50 60 戸建住宅地

15 17 250 長方形

（都） 
(60,200)

戸建住宅地 ない

14,700

／

／

／

平成31

1.1

3,750,000 14,700

□ □

□ □

□ □

■
14,800

-0.7



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若３１Ｋ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

鞍手１Ｃ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

鞍手郡鞍手町

更地

建付
地

建付
地

更地

更地

ほぼ台
形

長方形

ほぼ正
方形

ほぼ長
方形

長方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

14,700

415

南6.5 m市道
南西9.5 m

角地

（都）
(70,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

-4.1 0.0 0.0

17,636 100.0

99.6

／  95.9 18,316 117.0 15,655 15,700

+1.0 -1.0 +17.0

0.0 0.0

100.0

14,700

153

東5.6 m市道 （都）１中専
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

21,000 100.0

99.6

100.0 100.0 20,916 132.5 15,786 15,800

0.0 -4.0 +38.0

0.0 0.0

100.0

14,700

657

南西4.5 m市道
南東4.5 m

角地

（都）
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

+2.0 0.0 0.0

23,492 100.0

99.6

100.0 102.0 22,939 135.6 16,917 16,900

0.0 -1.0 +37.0

0.0 0.0

100.0

14,700

165

南西6 m市道 （都）
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

9,658 100.0

99.8

／  100.0 9,639 67.2 14,344 14,300

+1.0 -5.0 -30.0

0.0 0.0

100.0

14,700

354

南西6 m町道
北西6 m

角地

（都）
(70,200)

-0.11

0.0 0.0 0.0

+2.0 0.0 0.0

18,099 100.0

99.5

／  102.0 17,655 123.7 14,272 14,300

+1.0 -2.0 +25.0

0.0 0.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

戸建分譲住宅地域内に位置し、賃貸目的での住宅建設はほとんどなく、賃貸市場は未成熟であるため収益還元法
の適用は困難である。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 4

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い既
成住宅地域

勝野10 ㎞

特にない ３．２ｍ市道 勝野駅西方10 ㎞

当市の人口・世帯数はともに減少傾向で推移しており、宅地需要は弱
含みで地価も下落基調にある。

居住環境に恵まれた住宅地域であるが、地域内及び周辺に変動要因は
見受けられず、地価は未だ下落基調にある。

個別的要因に変動はない。

中規模の一般住宅が多い既成の住宅地域で、今後当分の間は現状維持で推移するものと予測されるが、当市の人
口は減少し続けており、宅地需要は軟調で、地価も下落基調で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域及び周辺では自己使用目的での不動産取引が中心であり、賃貸市場が成熟していないため、収益価格を求める
ことができなかった。比準価格は、同一需給圏内の類似地域に所在し、市場参加者や最有効使用が類似した取引事例か
ら求めたもので、現実の市場性を反映した実証的な価格である。以上から、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を
妥当なものと判断し、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、宮若市内の一般住宅地域一円である。需要者の中心は、当市の居住者や近隣地域及びその周辺に地縁を
有するエンドユーザーである。地域経済の低迷及び人口・世帯数の減少等に伴い住宅需要は減退しており、地価は下落
傾向にある。中心となる価格帯は、土地総額で５５０万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

宮若(県)　 － 5 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 山下　洋生

福岡不動産鑑定株式会社

令和 元 6 24

令和 元 7 5

（その他）

宮若市福丸字錦２０３番２ほか１筆 405

1.5：1 Ｗ 2

北西3.2 m

市道

水道

準都計 
(70,200)

200 150 200 50 戸建住宅地

22 18 400 長方形

準都計 
(70,200)

戸建住宅地 ない

14,000

／

／

／

平成31

1.1

5,670,000 14,000

□ □

宮若(県) 4

14,800

99.3

100.0 105.8

100.0
13,900

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

+12.0

-10.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
14,100

-0.7



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若３１Ｋ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

建付
地

建付
地

建付
地

更地

ほぼ台
形

ほぼ整
形

長方形

ほぼ長
方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

14,000

609

北3 m市道 （都）
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

12,085 100.0

99.6

100.0 95.0 12,670 93.6 13,536 13,500

0.0 +4.0 -10.0

0.0 0.0

100.0

14,000

157

南東1.4 m道路 （都）
(60,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

13,376 100.0

99.6

100.0 100.0 13,322 92.8 14,356 14,400

-7.0 +5.0 -5.0

0.0 0.0

100.0

14,000

164

南東4.6 m市道 （都）
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

14,798 100.0

99.8

100.0 100.0 14,768 102.0 14,478 14,500

+1.0 +1.0 0.0

0.0 0.0

100.0

14,000

651

東13 m市道
南4.5 m

角地

（都）
(70,200)

-0.08

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

15,789 100.0

99.3

／  101.0 15,523 114.3 13,581 13,600

+10.0 +6.0 -2.0

0.0 0.0

100.0

14,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域は、自己使用建物を主体とした住宅地域で賃貸市場が未成熟であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 5

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模の農家住宅、一般
住宅が混在する住宅地域

勝野13 ㎞

特にない ２．８ｍ市道 勝野駅南西方13 ㎞

当市の人口・世帯数はともに減少傾向で推移しており、宅地需要は弱
含みで地価も下落基調にある。

近隣地域は郊外の住宅地域で、生活上の利便性等にやや難があること
等から、未だ地価の下落率に縮小傾向は認められない。

個別的要因に変動はない。

農家住宅等も見られる住宅地域であり、周辺においても格別の変動要因は見受けられず、当分の間は現状維持で
推移するものと予測する。宅地需要は依然として軟調であり、地価は下落基調で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、同一需給圏内の類似地域に所在する取引事例から求めたもので、現実の市場性を反映した実証的な価格と
して規範性が高いと判断する。なお、近隣地域及び周辺においては、自己使用目的での不動産取引が中心で賃貸市場が
未成熟であるため収益価格を求めることができなかった。以上から、規範性の高い比準価格を採用し、鑑定評価額を上
記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市郊外の住宅地域一円である。需要者の中心は、当市居住者のほか、近隣地域とその周辺に地縁を
有するエンドユーザーである。地域経済の低迷及び人口・世帯数の減少等を背景に宅地需要は減退傾向にある。中心と
なる価格帯は規模によっても異なるが土地総額で２５０万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

宮若(県)　 － 6 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 山下　洋生

福岡不動産鑑定株式会社

令和 元 6 24

令和 元 7 5

（その他）

宮若市小伏字片崩４９１番 327

1：1.2 ＬＳ 2

南東2.8 m

市道

準都計 
(70,200)

250 200 100 250 戸建住宅地

25 20 500 長方形

準都計 
(70,200)

戸建住宅地 ない

7,100

／

／

／

平成31

1.1

2,320,000 7,100

□ □

□ □

□ □

■
7,200

-1.4



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若１Ｃ

宮若市

宮若市

宮若市

宮若市

建付
地

更地

更地

建付
地

長方形

ほぼ長
方形

長方形

袋地等

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) － 6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

7,100

156

西4 m市道 準都計
(70,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

8,445 100.0

99.6

100.0 100.0 8,411 110.3 7,626 7,630

+5.0 +5.0 0.0

0.0 0.0

100.0

7,100

165

南西6 m市道 （都）
(60,200)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

9,658 100.0

99.8

／  100.0 9,639 123.6 7,799 7,800

+8.0 +6.0 +8.0

0.0 0.0

100.0

7,100

654

西4 m市道 （都）
(60,200)

-0.10

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

6,963 100.0

98.9

／  100.0 6,886 95.2 7,233 7,230

+5.0 +3.0 -12.0

0.0 0.0

100.0

7,100

656

北西4 m道路 （都）
(60,200)

-0.06

0.0 0.0 0.0

-28.0 0.0 0.0

4,388 100.0

99.6

100.0 72.0 6,070 103.8 5,848 5,850

+3.0 +12.0 -10.0

0.0 0.0

100.0

7,100



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域は、自己使用建物を主体とした住宅地域で賃貸市場が未成熟であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) － 6

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 中規模の小売店舗、飲食
店等が見られる県道沿い
の近隣商業地域

勝野10 ㎞

旧若宮町中心部に位置するス
ーパーを核とした近隣型商業
地域

１６ｍ県道 ＪＲ筑豊本線勝野駅西
10 ㎞

市内の人口は減少傾向にあり、市内の商業地の需要は低迷している。
地価は下落傾向が継続している。

市内の商業地における商況は低迷しており、地価は下落傾向が継続し
ている。

対象地は旧来からの商業地内の標準的な画地であり、個別的要因の変
動はない。

旧来からの商業地域であり、地域要因に格別な変動をもたらす要因はない。地価は下落基調が継続するものと予
測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該近隣地域は、小売店舗、飲食店等が見られる商業地域であるが、自己使用目的の取引が支配的で投資目的での取引
は僅少であるため、収益価格は相対的に規範性が劣る。比準価格は、繁華性等に着目して事例を採用し、各種補修正を
行って試算しており、実証的な価格で信頼性が高い。したがって、本件では比準価格を標準とし、収益価格を関連付け
て鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市のほか飯塚市、直方市等の筑豊地区における商業地域及び住商混在地域の圏域。需要者の中心は
地域に一定の地縁性を有する地場企業及び個人事業主である。地域経済は停滞しており、市内の商業地の需要は依然と
して低迷している。中心となる価格帯は、対象基準地と同規模の土地で、８５０万円～９５０万円程度であると思料さ
れる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 1

宮若(県)　5 － 1 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 竹下　憲治

株式会社　アプレイザルジャパン

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

宮若市福丸字錦２１８番１ 341

台形

1：1 Ｗ 2

南西16 m

県道

水道

準都計 
(70,200)

30 50 250 100 低層店舗又は低層店舗併用住宅地

19 17 320 ほぼ長方形

準都計 
(70,200)

低層店舗又は低層店舗併用住宅地 ない

25,800

6,940

／

／

平成31

1.1

8,630,000 25,300

□ □

□ □

□ □

■
25,600

-1.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若３１Ｋ

飯塚０１Ｃ

飯塚３１Ｋ

飯塚０１Ｃ

宮若市

宮若市

飯塚市

飯塚市

飯塚市

更地

更地

更地

建付
地

更地

ほぼ長
方形

長方形

不整形

長方形

不整形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2宮若(県) －5 1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

25,800

651

東13 m市道
南4.5 m

角地

（都）
(70,200)

-0.08

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

15,789 100.0

99.3

／  101.0 15,523 63.2 24,562 24,600

0.0 +2.0 -38.0

0.0 0.0

100.0

25,800

607

南東18 m県道 準都計
(70,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

21,121 100.0

99.6

／  90.0 23,374 90.0 25,971 26,000

0.0 0.0 -10.0

0.0 0.0

100.0

25,800

5

北東11 m市道 （都）２住居
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

-12.7 0.0 0.0

30,116 100.0

99.7

／  87.3 34,394 128.8 26,703 26,700

0.0 +3.0 +25.0

0.0 0.0

100.0

25,800

1030

北20 m国道 （都）近商
(80,200)

-0.18

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

30,281 100.0

98.2

100.0 100.0 29,736 117.3 25,350 25,400

0.0 +2.0 +15.0

0.0 0.0

100.0

25,800

1410

北18.2 m県道
東28.3 m

角地

（都）
(60,200)

-0.10

0.0 0.0 0.0

+1.9 0.0 0.0

28,644 100.0

99.2

／  101.9 27,885 99.8 27,941 27,900

0.0 +5.0 -5.0

0.0 0.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) －5 1

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

4,184,632 891,432 3,293,200 3,191,300 101,900
0.9750

99,353

4.6 0.4

4.2

2,365,548 6,940

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

宮若１Ｃ（賃
）

宗像１Ｃ（賃
）

ｍ

標準的使用及び対象基準地の個別的要因から店舗兼
共同住宅と判定

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

店舗兼共同住宅 164.00

70 200 200 341 18.0 19.0

328.00Ｓ

16.0県道

外階段のため100.0

店舗

共同住宅

164.00

164.00

100.0

100.0

164.00

164.00

1,360

870

223,040

142,680

6.0

2.0

1,338,240

285,360

1 1

敷金により担保されており計上せず

4,184,632 12,272

1,894

1,452

1,851

1,447

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

98.0

140.0

105.0

100.0

100.0

1,353

1,411

1,367

1,360

1

365,720 4,388,640

＋

0

0

0

4,388,640 5.0

219,432

4,169,208

1,623,600 95.0 1.00 15,424

0

0

－

－

－

151

1252

2 F

2 2

328.00 100.0 328.00 365,720
1,623,600

×

準都計 

宅地-4宮若(県) －5 1



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

235,000

219,432

47,000,000 0.5

4,388,640 5.0

14,000 査定額

329,000 47,000,000 50.0 14.00

47,000 47,000,000 0.10

47,000 47,000,000 0.10

0

891,432 2,614 21.3

4.6

40

30

30

0.5

0.4

40

25

15

0.9750

47,000,000

0.0679

139,000 328.00 3.00

0.0521 40 0.0655 0.091530 30

3,191,300

9,359

4,184,632

891,432

3,293,200

3,191,300

101,900

99,353

291

4.2

2,365,548 6,940

宅地-5宮若(県) －5 1



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

工場、事務所兼倉
庫

中規模工場で工業団地を
形成する工業地域

勝野7.2 ㎞

内陸型の工場・倉庫が集積す
る工場団地

７ｍ市道 ＪＲ筑豊本線勝野駅南
西
7.2 ㎞

市内の人口及び生産年齢人口は減少傾向が継続している。地域経済は
停滞しており、地価は横ばいで推移している。

地域要因に大きな変動をもたらす要因はない。地価は横ばい傾向にあ
る。

対象地は、角地かつ形状がやや不整形地であるが、概ね地域内の標準
的な画地であり、特段の個別的要因の変動は見られない。

中規模工場で工業団地を形成する工業地域。地域要因に格別な変動をもたらす要因はなく、当面は現状のまま推
移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該近隣地域は中規模工場が建ち並ぶ工業地域である。自己所有の工場等が中心で賃貸工場の取引は僅少であることか
ら、収益価格は試算できなかった。比準価格は不動産市場で成立した多数の事例の中から、価格の牽連性が認められる
事例を採用し、要因比較を行って試算しており、実証的な価格で規範性が高い。よって、本件では市場性を反映した比
準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宮若市及び周辺市町における工業地域の圏域。需要者は、物流倉庫業者及び全国に生産拠点を求める大
手企業が中心である。福岡都市圏における工業地を中心に、工業地の需要は堅調に推移しており、今後郊外の工業地の
地価についても安定的に推移していくものと思料される。中心となる価格帯は、取引される規模によりばらつきがある
ため、見出し難い状況にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) －9 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 1

宮若(県)　9 － 1 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 竹下　憲治

株式会社　アプレイザルジャパン

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

宮若市宮田字草葉５４２番３８ほか１筆 11,570

不整形

1.5：1
Ｓ 3

南7 m

市道、

東側道

水道

（都） 
(60,200)

(70,200)

50 300 200 50 工場・倉庫地

110 90 10,000 長方形

（都） 
(60,200)

工場・倉庫地 角地 +1.0

7,850

／

／

／

平成31

1.1

90,800,000 7,850

□ □

□ □

□ □

■
7,850

0.0



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若３１Ｋ

鞍手１Ｃ

福津１Ｃ

小竹１Ｃ

宮若市

宮若市

鞍手郡鞍手町

福津市

鞍手郡小竹町

更地

建付
地

建付
地

更地

更地

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ台
形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

売急ぎ

正常

宅地-2宮若(県) －9 1

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0

7,850

655

北10 m市道 （都）
(60,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

7,743 100.0

100.0

／  100.0 7,743 103.0 7,517 7,590

+1.0 +2.0 0.0

0.0 0.0

101.0

7,850

608

北東8 m県道 １中専
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

12,070 100.0

99.5

100.0 100.0 12,010 133.0 9,030 9,120

0.0 0.0 0.0

0.0 +33.0

101.0

7,850

1158

北西8 m県道
東5 m

二方路

（都）
(60,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

6,054 100.0

100.0

100.0 103.0 5,878 80.8 7,275 7,350

0.0 +1.0 0.0

0.0 -20.0

101.0

7,850

1371

東8 m県道 準都計
(70,200)

-0.10

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

7,195 70.0

99.4

／  90.0 11,352 138.0 8,226 8,310

0.0 0.0 0.0

0.0 +38.0

101.0

7,850

1252

北8.7 m町道 （都）
(70,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

3,941 100.0

100.0

／  100.0 3,941 66.3 5,944 6,000

0.0 +2.0 0.0

0.0 -35.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

自己所有の中規模工場が多い工業地域であり、賃貸目的での工場・倉庫等の建設はほとんどなく、賃貸市場が未
成熟であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) －9 1

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

工場 中規模工場、一般住宅の
ほか農地が多い工業地域

勝野12 ㎞

九州自動車道若宮インターに
近い工場地

８．５ｍ市道 ＪＲ筑豊本線勝野駅西
12 ㎞

市内の人口及び生産年齢人口は減少傾向が継続している。景気回復の
影響を受け、地価は安定的に推移している。

中規模工場が集積する工業地域であるが、地価に影響を与えるような
格別な変動は見られない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は九州自動車道若宮インターチェンジ近郊の比較的利便性が高い工業地域であることから、今後地価は
安定的に推移していくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該地域は中規模工場が集積する工業地域であるが、賃貸用工場はほぼ見られず、自己使用目的の工場が中心であるこ
とから賃貸市場が成立しておらず、収益価格は試算できなかった。比準価格は不動産市場で成立した多数の取引事例を
基に各種補修正を行って試算しており、市場性を反映し規範性が高い。したがって、本件では比準価格をもって鑑定評
価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、宮若市及び飯塚市、直方市等を中心とする筑豊地区のほか福津市、宗像市における工業地域の圏域。需
要者の中心は地場企業及び全国に生産拠点を求める大手企業である。福岡都市圏における工業地を中心に、工業地の需
要は堅調に推移している。郊外の工業地の地価は下げ止まっており、今後安定的に推移していくものと予測する。中心
となる価格帯は、取引される規模がまちまちで見出し難い状況にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宮若(県) －9 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 1

宮若(県)　9 － 2 福岡県 福岡第３ 不動産鑑定士 竹下　憲治

株式会社　アプレイザルジャパン

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

宮若市沼口字平ノ口１１７番１ 3,485

台形

1：1  

北東8.5 m

市道

水道

準都計 
(70,200)

0 100 100 450 中小工場地

60 50 3,000 長方形

準都計 
(70,200)

中小工場地 ない

10,700

／

／

／

平成31

1.1

37,300,000 10,700

□ □

□ □

□ □

■
10,700

0.0



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

宮若１Ｃ

宮若３１Ｋ

鞍手１Ｃ

福津１Ｃ

小竹１Ｃ

宮若市

宮若市

鞍手郡鞍手町

福津市

鞍手郡小竹町

更地

建付
地

建付
地

更地

更地

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ台
形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

売急ぎ

正常

宅地-2宮若(県) －9 2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

10,700

655

北10 m市道 （都）
(60,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

7,743 100.0

100.0

／  100.0 7,743 75.6 10,242 10,200

0.0 +5.0 -10.0

0.0 -20.0

100.0

10,700

608

北東8 m県道 １中専
(60,200)

-0.04

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

12,070 100.0

99.5

100.0 100.0 12,010 100.0 12,010 12,000

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

100.0

10,700

1158

北西8 m県道
東5 m

二方路

（都）
(60,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

6,054 100.0

100.0

100.0 103.0 5,878 72.1 8,153 8,150

0.0 +3.0 0.0

0.0 -30.0

100.0

10,700

1371

東8 m県道 準都計
(70,200)

-0.10

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

7,195 70.0

99.4

／  90.0 11,352 100.0 11,352 11,400

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

100.0

10,700

1252

北8.7 m町道 （都）
(70,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

3,941 100.0

100.0

／  100.0 3,941 58.6 6,725 6,730

0.0 +5.0 -10.0

0.0 -38.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域は自己所有の工場・倉庫が多い地域であり、賃貸工場の事例はほとんどなく、工場の賃貸市場は未成熟
であるため。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3宮若(県) －9 2

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■


